
NITEの取り組みについて

独立行政法人製品評価技術基盤機構
電力安全技術支援室
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• NITEの紹介

• 国際評価技術本部 電力安全技術支援室の歩み

• 詳報作成支援システムの紹介

• 事故実機調査について紹介
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■NITE沿革
NITEは、戦前の1928年、当時わが国の主な輸出品で
あった絹織物の品質検査を行う輸出絹織物検査所とし
てスタートしました。戦後には、当時拡大していた輸
出品の品質検査を実施する機械器具検査所などの各種
工業製品の検査所も設置されました。1970年代には、
それまでに培った検査・評価技術を活かして製品の安
全性に関する業務や、工業標準化法に基づく業務を開
始し、1980年代には化学物質の安全審査に関する業務
を開始しました。組織としても、1984年10月に、それ
までの繊維製品検査所と工業品検査所が統合され通商
産業検査所が設立されました。

1990年代に入ると、バイオテクノロジー関連業務や、
事業者などの技術的能力を認定する適合性認定の業務
を開始し、1995年10月に製品評価技術センターへ改組
されました。

2001年4月には、経済産業省所管の独立行政法人製品
評価技術基盤機構となり、2015年4月には国と密接に関
連した事業を確実に行う「行政執行法人」として位置
付けられるとともに、新たに大型蓄電池システムの評
価に関する業務などにも着手しています。
このようにNITEは、設立当初から蓄積してきた工業

製品に関する検査・評価などの技術やノウハウを活か
し、行政ニーズや社会ニーズの変化に的確に対応して、
日本の産業の発展と、安全な社会の実現に貢献してい
ます。
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NITEは、「独立行政法人製品評価
技術基盤機構法」に基づき、経済
産業省のもとに設置されている行
政執行法人です。
現在、製品安全分野、化学物質

管理分野、バイオテクノロジー分
野、適合性認定分野、国際評価技
術分野の5つの分野において、経済
産業省など関係省庁と密接な連携
のもと、各種法令や政策における
技術的な評価や審査などを実施し、
わが国の産業を支えています。
また、それらの業務を通じて

NITEに蓄積された知見やデータな
どを広く産業界や国民の皆様に提
供するとともに、諸外国との連携
強化や国際的なルールづくりなど
に取り組み、イノベーションの促
進や世界レベルでの安全な社会の
実現に貢献しています。

■NITEの事業案内
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■NITEの事業所案内

https://www.nite.go.jp/

■NITEのＨＰ
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■ 国際評価技術本部 電力安全技術支援室の歩み
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7
２０１６年度より業務開始

産業構造審議会
保安・消費生活製品安全分科会
第１９回電力安全小委員会 資料２



■ 国際評価技術本部 電力安全技術支援室の取組紹介
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2018年度のNITE取組項目
◆ NITEは、電力安全に関する技術支援機関（TSO）として事故情報の整理・分析に関す
る支援業務を特に期待され、 2016年度より関連業務を開始

◆ 前年度以前よりの継続業務である、事故情報の分析（保安統計とりまとめ・重大事故報
告書［詳報］分析）・情報システム（詳報データベース）の進捗を報告

◆ あわせて、新たに実施する事故実機調査（資料２も参照）について紹介

取組項目

Ⅰ．事故情報の整理・分析
1. 電気保安統計のとりまとめ等
2. 重大事故（特に感電死傷）過年度比較

Ⅱ．NITEが行う技術支援
3. 詳報データベースの進捗
4. 事故実機調査業務の開始

詳細については
次ページ以降
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産業構造審議会
保安・消費生活製品安全分科会
第１９回電力安全小委員会 資料６



３．詳報データベース構築の進捗状況
◆ 事故からより多くの教訓等を得るには、個々事故で分析が深まり、その情報が蓄積・適切に
水平展開されることが重要。その支援となるように詳報データベース構築を進めている所。

◆ 2020年度までを目処とした詳報データベースの構築は、順調に進捗中。
引き続き、各ユーザのメリットを意識しつつ順次調整の上で、構築を着実に進めていく。

本省、監督部、NITE

電子媒体

電気工作
物設置者

事業者等

発生した事故の内容に
合わせて、できるだけ簡
単に、漏れ抜けなく、必
要な事項を詳報に記載
できるようにする。

電子化した詳報の
内容を体系的に整
理、保存、共有で
きる。

結果の一部を外部に
公表する。

様々な観点から分析でき
るようデータを抽出、並
び替えできる。
自家用電気工作物集計
表の自動作成ができる。

詳報作成支援システム 詳報管理システム

詳報データ
を電子化し
て保存でき
る。

公表された
データを検索、
閲覧できる。

紙

詳報公表システム

NITEの構築する３システム（総称：詳報データベース）

（一体として構築）

（2018年度）昨年度構築したプ
ロトタイプ版の試用を受け、改修

（2019年度）初版公表
※必要な機能改善を順次行いつ
つ、以後継続的に運用していく。

（2018年度）構築開始

（2019年度）経済産業省によ
る試用を行い必要な機能改修を
実施する。また、公表方法につい
て関係者等調整を進める。
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産業構造審議会
保安・消費生活製品安全分科会
第１９回電力安全小委員会 資料６



電気設備の
重大事故

or繋がりうる事故
依頼に応じNITEが

機器調査

調査報告書の
提出

機器ハード面で
原因究明に
苦慮する案件

４．事故実機調査業務の開始
◆ 重大事故発生数は横ばい傾向。
機器ハード面において、手段・余力等が無く原因不明でとどまっている事故報告が存在。

◆ 資料２にもある通り経済産業省からの要請を受け、事故実機調査が必要な案件につき、
事故原因の分析等の調査業務を開始する。

◆ この際、事業者自主保安という規制前提・業界状況・社会要請等に十分留意しつつ関係
者とよく協議し、電力安全の維持・向上に資するよう業務を実施していく。

個別事故対応を着実に行うほか、調査を通じて判明した傾向や対策必要事項については、
個人情報等機微情報の取り扱りには厳に留意しつつ経済産業省や電力安全小委員会に適宜共有
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産業構造審議会
保安・消費生活製品安全分科会
第１９回電力安全小委員会 資料６



・詳報作成支援システムの紹介

• 詳報作成支援システムの概要紹介

• 実際の入力画面を紹介

１号 死傷事故

１１号 波及事故

１号＋１１号 複数の号に該当した事故
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様式13電気事業者にあっては電気事業の用に供する電気工作物が、自家用電気工作
物を設置する者にあっては自家用電気工作物が、次に該当する事故が発生し
たときは、電気関係報告規則第３条に基づき、電気関係報告規則第３条第２
項に定める様式第１３にしたがい、所管の産業保安監督部長もしくは経済産
業大臣に電気事故の報告を30日以内にしなければならない。

【参考】電気関係報告規則第３条表より
○感電又は破損事故若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を
操作しないことにより人が死傷した事故（第１号）

○電気火災事故（第２号）
○電気工作物の破損又は電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作
しないことにより、他の物件に損傷を与え、又はその機能の全部又は一
部を損なわせた事故（第３号）

○主要電気工作物の破損事故（第４号・第５号）
○水力発電所、火力発電所、燃料電池発電所、太陽電池発電所、風力発
電所に属する出力１０万キロワット以上の発電設備に係る７日間以上の
発電支障事故（第６号）

○供給支障事故（第７号・第８号）
○波及事故（第９～１１号）※
○ダムによって貯留された流水が当該ダムの洪水吐から異常に放流され
た事故（第１２号）

○電気工作物に係る社会的に影響を及ぼした事故（第１３号）

※波及事故とは工場・ビル保有者等といった自家用電気工作物を設置する
者の需要設備の事故（地絡事故・短絡事故）、誤操作等により、電力会
社の配電線へ支障を与え、その配電線に繋がる全てのユーザーが停電し、
社会的に大きな影響をもたらす事故のこと。

波及事故発生時の街の中

■事故報告制度（電気関係報告規則第３条）



【参考】電気関係報告規則第３条表より
○感電又は破損事故若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作しないことにより人が死傷した事故（第１号）
○電気火災事故（第２号）
○電気工作物の破損又は電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作しないことにより、他の物件に損傷を与え、又はその機能の全部又は一部を損なわ
せた事故（第３号）

○主要電気工作物の破損事故（第４号・第５号）
○水力発電所、火力発電所、燃料電池発電所、太陽電池発電所、風力発電所に属する出力１０万キロワット以上の発電設備に係る７日間以上の発電支障事
故（第６号）

○供給支障事故（第７号・第８号）
○波及事故（第９～１１号）
○ダムによって貯留された流水が当該ダムの洪水吐から異常に放流された事故（第１２号）
○電気工作物に係る社会的に影響を及ぼした事故（第１３号）

○詳報作成支援システムでの報告書作成は１～１３号
全てに対応

○複数号に該当する事故の場合、最大３号まで１つの
事故案件として報告が可能

例１：１号死傷事故が原因で11号波及事故に至ったもの
例２：４号主要工作物の破損事故と６号発電支障

■詳報作成支援システムの概要（１）

詳報作成支援システムの特徴
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事業者

事故発生

報告書作成

●Webアプリケーションで誘導
●アプリケーションで報告書作成
●データはローカルに保存

報告書印刷

報告書提出

各産業保安監督部

●Webアプリケーションで誘導
●報告書作成支援
・感電、破損、波及 で項目が変わる。
・必要項目に記載漏れが無いかアシスト
・別紙に関する内容をなるべくプルダウンもしくはボタン選択形式で
選択できるようにし、打ち込み量を軽減させる。

●様式１３の形式で印刷、ＰＤＦファイル化
●報告書内容をＸＭＬのテキストファイル化作成支援AP

サーバ

報告書作成支援
アプリケーション

●サーバーは
NITE内に設置

当
該
シ
ス
テ
ム
の
範
囲

●アプリケーションで報告書作成

インターネット経由

詳報作成支援システムの範囲

■詳報作成支援システムの概要（２）

15



事故報告として
①感電による事故、
②他に波及させてしまった事故、
③破損による事故
など多種多様の事故を報告しなければならなく、それぞれ報告書に記載しなければならない内容が異なっている。

当該報告書作成支援システムの概要は、以下のとおり。
①選択形式に出来る項目については選択形式にし、報告書を提出する事業者の入力の負担を軽減させる。
②事故内容によって入力必須項目を変化させ必須項目に漏れが無いよう入力をアシストする。また、必須項目に漏
れが発生した場合、警告を表示させる。

③入力し終えた内容を、報告書様式１３の形式に記載及び当仕様で要求する別紙に記載し印刷ができること。
④作成された報告書様式第１３や別紙の内容を、XML形式等で電子媒体に保存できること。

詳報作成支援システムを使って頂くメリット

１．発生した事故の内容に合わせて、できるだけ簡単に、漏れ抜け
なく、必要な事項を詳報に記載できるようにする。

２．事故の内容によって入力項目を変更
３．入力したデータを報告書形式に変換（報告書として印刷）

■詳報作成支援システムの概要（３）
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波及事故であれば・・・ こんな情報も入力
●保護協調不備の内容
●電気工作物情報
・破損した等の事故発生原因となった
１次要因の電気工作物の情報
（製造事業者・型式・仕様・設置年数・製造年月）
・正常に動作しなかった区分開閉器など、波及事故に
至る要因（２次要因）となった電気工作物の情報 等

電気関係報告規則第３条に規定する事故について、基本情報（様式１３）を軸に、該当する
号ごとに入力内容を変更。（印刷物も同様、該当する号ごとに印刷内容を変更）

死傷事故であれば・・・ こんな情報も入力
●作業員情報
・事故時の安全装備状況
・経験年数
●電気工作物情報
・充電部の状態 等

＋

＋

破損事故であれば・・・ こんな情報も入力
●破損箇所と破損箇所に対する復旧内容
●電気工作物情報
・（製造事業者・型式・仕様・設置年数・製造年月）
●点検状況 等

＋

様式１３ 基本情報

●報告事業者
●主任技術者
●件名
●事故発生日時
●事故発生状況
●復旧日時
●事故原因
●防止対策

（別紙）

（別紙）

（別紙）

各号ごとにおける入力項目（印字項目）

■詳報作成支援システムの概要（４）
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１号の印字例

■詳報作成支援システムの概要（５）

p.1 報告書表紙 p.2 様式13 ①p.1 報告書表紙 p.2 様式13 ① p.3 様式13 ② p.4 様式13 ③
事故発生の状況などの詳細情報

p.4 様式13 ③
事故発生の状況などの詳細情報

p.5 様式13 ④
事故発生の状況などの詳細情報

p.6 1号詳細情報 p.7 電気工作物情報 p.8 死傷者情報
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■詳報作成支援システムの紹介（１）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

拡大：入力作業状況の確認
①報告先選択

②報告者情報の入力

③号の選択>

④様式13入力

⑤>号情報の入力 - 電気工作物情報の入力

⑥様式13総括入力

設置者に関する内容入力

提出先保安監督部の選択

原因及び再発防止対策以外の情報
について入力

原因及び再発防止対策の情報に
ついて入力
発生した事故の全体総括として
の情報入力

1号～13号のいずれかについて選
択（３つまでは複数選択可）

各号の詳細情報及び事故発生に
起因した電気工作物の情報入力

19



■詳報作成支援システムの紹介（１）1号死傷事故

事例１
作業員がキュービクル内の銘板確認中に、計器用変成器
（ＶＴ）の充電部に接触し、やけど（感電負傷）をおった。

●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育

●電気工作物情報
・充電部の状態

報告において必要な事項
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■詳報作成支援システムの紹介（１）1号死傷事故

入力画面例 各項目の詳細説明
※当ページ以降は
左：入力画面の例 右：各項目の詳細説明

21

・実施したい項目を選択



■詳報作成支援システムの紹介（１）1号死傷事故

・報告書の報告区分
・報告提出先監督部
・詳報(報告書)提出日

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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・報告事業者の情報
・報告担当者連絡先

自家用電気工作物を設置する者
であっても、発電設備を有して
居る場合、電気事業法第27条の
27第1項の届出をした者のみ
「発電事業者」にもチェック。
発電を行っているが、上記届出
が必要でない者はチェックしな
い。

参考：
https://www.enecho.meti.go.jp/ca
tegory/electricity_and_gas/electri
city_measures/004/pdf/004shiryo
_01.pdf

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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複数、主任技術者が居る場
合は追加

自社選任の場合は自社の所属
を外部であれば、事業者名の
記載をお願いします。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

24

複数の主任技術者の役割を同
一人物が負っている場合は、
複数のチェックをする。



発生日時が不明の場合は、
事故を覚知した日を記載
してください。

発電を行っている事業者は、発
電電力及び系統連携電圧（受電
電圧欄に記載）を、受電を行っ
ている事業者は受電電圧及び受
電容量を記載してください。

発電も受電も行っている場合は、
系統連携電圧と受電電圧のいず
れか大きい方の値を記載してく
ださい。

天候が不明の場合は、その
他の欄に「不明」と記載し
てください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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1号から13号までの該当する
号にチェック。

最大３つの号までは複数選
択可。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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（１）事故発生前の状況の入力について
①天気・天候・湿度・温度
②発電状況
③負荷状況
④電力潮流
⑤関係電気工作物の施設状況
⑥保守点検の状況
⑦運転の状況
⑧作業の状況
⑨その他

①～⑨のいずれか１つ以上に記載
してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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（２）事故発生時の経緯について
時系列で何が起きたかわかる
ように記載してください。

例
○月●日 15:00 保守点検実施
○/○ ○○について交換
22:00 事故発生

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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（３）応急処置について
応急処置として実施した
・救急処置
・開閉器操作
・電気設備作業
・施設改修作業
などを記載してください。

（４）復旧作業について
復旧作業として実施した作業

及び作業日時（仮復旧を含む）
・設備交換
・施設改修
・装備更新
・教育・訓練
などを記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力



◆死亡者の人数を、
①死亡欄に
死因別に入力してください。

◆負傷者(入院以上)の人数を、
②負傷欄に
原因別に入力してください。

◆負傷者(入院等なし)の人数を、
③負傷欄に入力してください。

内訳は次ページ以降の内容を入力する
と自動で反映されます
ただし、①＋②の人数が6名以上の場
合は手動で内訳を入力する必要があり
ます。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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◆死傷者の原因、事故内容等を対
象者別に入力

①入力した被害者のうち「最も被害の程度
が大きい死傷者」にチェックを入れてく
ださい。

②原因分類の小分類が「被害者の過失」と
なっている場合は、入力した被害者のう
ち「過失をした被害者」にチェックを入
れてください。

③死傷者情報は最大5名まで追加可能
（6名以上の場合は、被害の程度が大きい
死傷者の情報を入れてください。）

④具体的な負傷の程度、被害部位や感電経
路について記載してください。
被害箇所が複数の場合、複数箇所につい
て記載してください。

※原因分類が「被害者の過失」「第三者の過失」の場合

両方にチェックが入る場合
もあります。

31



作業者の場合は経験年数も記載してください。
分析し、事故軽減のための啓蒙活動に使用し
ます。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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点検作業中だったのか
清掃作業中だったのか
銘板確認中だったのか
記載してください。

装備状況についても出来るだ
け詳細情報を選択してくださ
い。
分析し、事故軽減のための啓
蒙活動に使用します。

死亡又は負傷（入院有り）した者が複数名の場合は、
同様に複数名分の死傷者情報を入力してください。
（最大5名まで）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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死傷事故に至った原因の詳細につい
て記載してください。

別入力画面に移動

死傷事故の原因となった電気工作
物の詳細情報を記載してください。

事故発生原因に複数の工作物が起因し
ている場合はチェックをしてください。
５つまで登録可

34



報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 -電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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・電気工作物については、プルダウンメニュー
で選択。

・プルダウンメニューから選択することで、
「区分開閉器、PAS、SOG」など同じ電気工作
物の表現方法を統一します。

工作物の名称は必須

・使用年数、型式、製品仕様などを記載。
・破損するまで年数など、より正確な分析が
でき、より詳細な交換推奨時期などの提言に
使用します。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 -電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

36



・電気工作物の設置場所について記載してくだ
さい。

添付資料として点検記録を報告書に付して頂く
か、（３）点検状況に年次点検や月次点検の記
録を記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 -電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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全ての電気工作物について
入力した後、死傷事故の原
因となった工作物をプルダ
ウンから選択してください。

充電部接触による感電事故
の場合は、触れてしまった
充電部の状況について記載
してください。

アーク発生に伴うやけどの
場合は、アーク発生の原因
となった操作状況などを記
載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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主任技術者からの助言・定期点検結果の把握

作業手順・作業準備・安全確保対策・安全教育

死傷事故については、作業手順や教育について記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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41

様式１３

◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが
表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に何が原因であったか
を記載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、事故発生原因に追記が必要な場合は記
載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

転写 ＋必要に応じ事故原因詳細を追記

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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転写 ＋必要に応じ再発防止対策詳細を追記

◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが
表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に行った再発防止対策
について記載してください。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、再発防止対策に追記が必要な場合は記
載してください。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

様式１３
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詳報に添付する書類に該当する
ものがあればチェックボックス
にチェックをしてください。

また、チェックボックス以外の
書類や、添付した書類名の記載
が必要な場合は、添付書類の欄
に記載をしてください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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ＰＤＦで報告書を出力

ＸＭＬ形式の電子媒体
（データ）をローカルに保存
（名前を付けて保存）

44



■詳報作成支援システムの紹介（２）１１号波及事故

事例２
受電電気室の外壁と内壁ボードの一部に破損箇所があり、
この隙間から進入した蛇が、主遮断器の高圧交流負荷開閉
器（ＬＢＳ）Ｒ相電源側の接続部分と高圧交流負荷開閉器
ケースに接触し地絡し、高圧気中負荷開閉器（PAS）及び
地絡方向継電器が不良のため動作せず、波及事故に至った。

●１次要因 地絡・短絡事故発生原因
●２次要因 波及事故に至った原因

報告において必要な事項

45



①報告先選択

②報告者情報の入力

設置者に関する内容入力

提出先保安監督部の選択

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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発生日時が不明の場合は、
事故を覚知した日を記載
してください。

天候が不明の場合は、その
他の欄に「不明」と記載し
てください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

47

発電を行っている事業者は、
発電電力及び系統連携電圧
（受電電圧欄に記載）を、
受電を行っている事業者は
受電電圧及び受電容量を記
載してください。

発電も受電も行っている場
合は、系統連携電圧と受電
電圧のいずれか大きい方の
値を記載してください。



1号から13号までの該当する
号にチェック。

最大３つの号までは複数選
択可。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（１）事故発生前の状況の入力について
①天気・天候・湿度・温度
②発電状況
③負荷状況
④電力潮流
⑤関係電気工作物の施設状況
⑥保守点検の状況
⑦運転の状況
⑧作業の状況
⑨その他

①～⑨のいずれか１つ以上に記載
してください。
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（２）事故発生時の経緯について
時系列で何が起きたかわかる
ように記載してください。

例
○月●日 15:00 保守点検実施
○/○ ○○について交換
22:00 事故発生

50



報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（３）応急処置について
応急処置として実施した
・救急処置
・開閉器操作
・電気設備作業
・施設改修作業
などを記載してください。

（４）復旧作業について
復旧作業として実施した作

業及び作業日時（仮復旧を含
む）
・設備交換
・施設改修
・装備更新
・教育・訓練
などを記載してください。

51



○区分開閉器の破損
区分開閉器に破損があって、区分開閉器が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器以外の破損
区分開閉器以外の電気工作物に破損があって、その電気工作物が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器の誤操作等
区分開閉器の誤操作や鳥獣接触等により区分開閉器が地絡又は短絡したが、区分開閉器に破損が認められなかっ
た（※１）場合

○区分開閉器以外の誤操作等
区分開閉器以外の電気工作物の誤操作や鳥獣接触等により、その電気工作物が地絡又は短絡したが、その電気工
作物に破損は認められなかった（※２）場合
（例）高圧交流負荷開閉器（LBS）にネズミが接触して地絡したが、区分開閉器が故障していたため動作せず波及
事故となった

※１ 区分開閉器に破損が認められた場合は「区分開閉器の破損」を選んでください
※２ 区分開閉器以外の電気工作物に破損が認められた場合は「区分開閉器以外の破損」を選んでください

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（波及事故要因区分）

52



報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（区分開閉器状況）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

53

区分開閉器以外の電気工作物において地絡又は短絡した場合に、表示されますので、この中
から選択してください。

○区分開閉器未設置：
出迎え方式の場合や責任分界点が保護機能の無い手動開閉器の場合

○区分開閉器不動作：
保護機能のある区分開閉器が設置されているが区分開閉器の故障、継電器の電源喪失、電
力会社とお保護協調不備などで区分開閉器の開放動作がされなかった場合

○自動再閉路不成功：
区分開閉器は正常動作したが、電力会社の事情（変電所の点検で再閉路しない設定であっ
たなど）で再閉路されなかった場合



（自家用電気工作物により一般送配電業者または特定送配業者に供給支障を発生させて事故）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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供給支障件数が把握できてい
る場合は記載してください。
また、地区別の供給支障件数
が把握できている場合は詳細
に記載してください。

○○○○戸

■■地区 ○○○○戸
△△△町 ○○戸
◎◎市◎◎地区 ○○○戸

復旧状況（●●地区は何時何
分復旧）など、その詳細につ
いて記載

（自家用電気工作物により一般送配電業者または特定送配業者に供給支障を発生させて事故２）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（区分開閉器以外の電気工作物の破損）

→地絡・短絡の発生要因となった電気工作物について記載してください。

電気工作物の詳細情報につ
いて記載してください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

他にも地絡・短絡発生の起
因となった電気工作物
がある場合は、チェックを
してください。
５つまで登録可

地絡・短絡した電気工作物の
地絡・短絡発生箇所を含めた
詳細状況を記載してください。
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（事故発生電気工作物以外の電気工作物被害）

→地絡・短絡した電気工作物以外に波及事故に至った原因の電気工作物や地絡・短絡が発生
したことにより被害を受けた電気工作物がある場合は記載してください。
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（事故原因詳細１）

→地絡・短絡が発生した要因（１次要因）について記載してください。

原因については、下記に掲げ
る大分類を選択後、該当する
小分類を選択してください。
「設備不備」
「保守不備」
「自然災害」
「故意・過失」
「他物接触」
「腐食」
「震動」
「他事故波及」
「燃料不良」

地絡・短絡事故に至った原因について、
記載してください。

発生した地絡・短絡事故に対して行った再
発防止措置について記載してください。

58



報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

（区分開閉器不動作）

→不動作であった区分開閉器の詳細情報を記載してください。

区分開閉器の動作確認をした
内容や解体し内部確認をした
内容など、区分開閉器が不動
作であったことを確認した詳
細情報を記載してください。

不動作であった区分開閉器
の詳細情報について記載し
てください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

59



SOG（GR）
SOG（DGR）
SOG（不明）
AOG（GR）
AOG（DGR）
AOG（不明）
GIS
その他
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（区分開閉器を設置した際の詳細情報）

→避雷器の設置、保護継電器の種類など、区分開閉器を設置した際に併せて設置したもの
について記載してください。

→避雷器の設置箇所、構内第
１柱なのか他の場所なのか等
の詳細を記載してください。

→内蔵型ではなくとも、区分
開閉器を制御する機器の電源
等について記載してください。

架空
架空＋地下埋設
地下
その他
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（事故原因詳細２①）

→波及事故に至った原因（２次要因）について記載してください。

区分開閉器誤投入・強制投入
保護協調不備
保護範囲外
保護継電器不良(内部異常)
保護継電器不良(電源異常)
保護継電器不良(電源回路開放)
保護継電器不良(電源喪失)
保護継電器不良(検出不可)
保護継電器不良(その他)
保護継電器未設置
開閉器不良(内部故障)
開閉器不良(事故で故障)
開閉器不良(その他)
その他
不明

波及事故に至った原因の詳細を記載してください。

（当該ケース（区分開閉器不動作）以外にも波及事故
については、区分開閉器が破損していた場合や区分開
閉器の誤操作により波及事故を発生させることもあり
ます。当該項目には、波及事故に至った詳細について
記載してください。） 61



主任技術者からの助言・定期点検結果の把握

作業手順・作業準備・安全確保対策・安全教育

波及事故については、定期点検結果について記載してください。
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（事故原因詳細２②）

→発生した事故全体に対して実施した再発防止対策を記載してください。
（１次要因（地絡・短絡発生原因）及び２次要因（波及事故に至った発生原因）に対し
実施した再発防止対策について記載してください。）
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◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが
表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に何が原因であったか
を記載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、事故発生原因に追記が必要な場合は記
載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

（様式１３総括 「６．原因」）

様式１３

転写 ＋必要に応じ事故原因詳細を追記
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（様式１３総括 「９．再発防止対策」）

転写 ＋必要に応じ再発防止対策詳細を追記

◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが
表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に行った再発防止対策
について記載してください。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、再発防止対策に追記が必要な場合は記
載してください。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

様式１３
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（添付書類）

詳報に添付する書類に該当する
ものがあればチェックボックス
にチェックをしてください。

また、チェックボックス以外の
書類や、添付した書類名の記載
が必要な場合は、添付書類の欄
に記載をしてください。
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ＰＤＦで報告書を出力

ＸＭＬ形式の電子媒体
（データ）をローカルに保存
（名前を付けて保存）
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■詳報作成支援システムの紹介（３）
１号死傷事故＋１１号波及事故

事例３
高圧負荷開閉器（LBS）がロック機能の不良により開放し
たため、デスコン棒を用いて閉路した際に、誤って被害者
が高圧負荷開閉器（LBS）に接触して感電するとともに地
絡したが、構内第１柱の高圧気中開閉器の地絡継電器が作
動しなかったため、波及事故となった。

【死傷事故】
●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育

●電気工作物情報
・充電部の状態

報告において必要な事項

【波及事故】
●１次要因 地絡・短絡事故発生原因
●２次要因 波及事故に至った原因
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①報告先選択

②報告者情報の入力

設置者に関する内容入力

提出先保安監督部の選択
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発生日時が不明の場合は、
事故を覚知した日を記載
してください。

天候が不明の場合は、その
他の欄に「不明」と記載し
てください。
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発電を行っている事業者は、
発電電力及び系統連携電圧
（受電電圧欄に記載）を、
受電を行っている事業者は
受電電圧及び受電容量を記
載してください。

発電も受電も行っている場
合は、系統連携電圧と受電
電圧のいずれか大きい方の
値を記載してください。
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1号から13号までの該当する
号にチェック。

最大３つの号までは複数選
択可。
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（１）事故発生前の状況の入力について
①天気・天候・湿度・温度
②発電状況
③負荷状況
④電力潮流
⑤関係電気工作物の施設状況
⑥保守点検の状況
⑦運転の状況
⑧作業の状況
⑨その他

①～⑨のいずれか１つ以上に記載
してください。
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（２）事故発生時の経緯について
時系列で何が起きたかわかる
ように記載してください。

例
○月●日 15:00 保守点検実施
○/○ ○○について交換
22:00 事故発生
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（３）応急処置について
応急処置として実施した
・救急処置
・開閉器操作
・電気設備作業
・施設改修作業
などを記載してください。

（４）復旧作業について
復旧作業として実施した作

業及び作業日時（仮復旧を含
む）
・設備交換
・施設改修
・装備更新
・教育・訓練
などを記載してください。
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（１号 死傷事故について）

76

◆死亡者の人数を、
①死亡欄に
死因別に入力してください。

◆負傷者(入院以上)の人数を、
②負傷欄に
原因別に入力してください。

◆負傷者(入院等なし)の人数を、
③負傷欄に入力してください。

内訳は次ページ以降の内容を入
力すると自動で反映されます
ただし、①＋②の人数が6名以上
の場合は手動で内訳を入力する
必要があります。
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◆死傷者の原因、事故内容等を対
象者別に入力

①入力した被害者のうち「最も被害の
程度が大きい死傷者」にチェックを
入れてください。

②原因分類の小分類が「被害者の過
失」となっている場合は、入力した
被害者のうち「過失をした被害者」
にチェックを入れてください。

③死傷者情報は最大5名まで追加可能
（6名以上の場合は、被害の程度が
大きい死傷者の情報を入れてくださ
い。）

④具体的な負傷の程度、被害部位や感
電経路について記載してください。
被害箇所が複数の場合、複数箇所に
ついて記載してください。

両方にチェックが入る場合もあります。
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作業者の場合は経験年数も記載してください。
分析し、事故軽減のための啓蒙活動に使用し
ます。
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点検作業中だったのか
清掃作業中だったのか
銘板確認中だったのか
記載してください。

装備状況についても出来るだ
け詳細情報を選択してくださ
い。
分析し、事故軽減のための啓
蒙活動に使用します。

死傷者が複数名の場合は、死傷者情報の入力欄に戻る
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電気工作物の詳細情報につ
いて記載してください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

死傷事故に至った原因の詳細につい
て記載してください。

死傷事故の原因となった電気工作
物の詳細情報を記載してください。

事故発生原因に複数の工作物が起因し
ている場合はチェックをしてください。
５つまで登録可 80
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全ての電気工作物について
入力した後、死傷事故の原
因となった工作物をプルダ
ウンから選択してください。

充電部接触による感電事故
の場合は、触れてしまった
充電部の状況について記載
してください。

アーク発生に伴うやけどの
場合は、アーク発生の原因
となった操作状況などを記
載してください。
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死傷事故については、作業手順や教育について記載してください。
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死傷事故に対して行った再発防止措置につ
いて記載してください。
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（１１号 波及事故について）

○区分開閉器の破損
区分開閉器に破損があって、区分開閉器が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器以外の破損
区分開閉器以外の電気工作物に破損があって、その電気工作物が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器の誤操作等
区分開閉器の誤操作や鳥獣接触等により区分開閉器が地絡又は短絡したが、区分開閉器に破損が認められなかっ
た（※１）場合

○区分開閉器以外の誤操作等
区分開閉器以外の電気工作物の誤操作や鳥獣接触等により、その電気工作物が地絡又は短絡したが、その電気工
作物に破損は認められなかった（※２）場合
（例）高圧交流負荷開閉器（LBS）にネズミが接触して地絡したが、区分開閉器が故障していたため動作せず波及
事故となった

※１ 区分開閉器に破損が認められた場合は「区分開閉器の破損」を選んでください
※２ 区分開閉器以外の電気工作物に破損が認められた場合は「区分開閉器以外の破損」を選んでください
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区分開閉器以外の電気工作物において地絡又は短絡した場合に、表示されますので、この中
から選択してください。

○区分開閉器未設置：
出迎え方式の場合や責任分界点が保護機能の無い手動開閉器の場合

○区分開閉器不動作：
保護機能のある区分開閉器が設置されているが区分開閉器の故障、継電器の電源喪失、電
力会社とお保護協調不備などで区分開閉器の開放動作がされなかった場合

○自動再閉路不成功：
区分開閉器は正常動作したが、電力会社の事情（変電所の点検で再閉路しない設定であっ
たなど）で再閉路されなかった場合
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供給支障件数が把握できてい
る場合は記載してください。
また、地区別の供給支障件数
が把握できている場合は詳細
に記載してください。

■■地区 ○○○○軒
△△△町 ○○軒
◎◎市◎◎地区 ○○○軒

復旧状況（●●地区は何時何
分復旧）など、その詳細につ
いて記載
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→地絡・短絡の発生要因となった電気工作物について記載してください。

電気工作物の詳細情報につ
いて記載してください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

他にも地絡・短絡発生の起
因となった電気工作物
がある場合は、チェックを
してください。
５つまで登録可

地絡・短絡した電気工作物の
地絡・短絡発生箇所を含めた
詳細状況を記載してください。
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→地絡・短絡した電気工作物以外に波及事故に至った原因の電気工作物や地絡・短絡が発生
したことにより被害を受けた電気工作物がある場合は記載してください。
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→地絡・短絡が発生した要因（１次要因）について記載してください。

地絡・短絡事故に至った原因について、
記載してください。

発生した地絡・短絡事故に対して行った再
発防止措置について記載してください。

原因については、下記に掲げ
る大分類を選択後、該当する
小分類を選択してください。
「設備不備」
「保守不備」
「自然災害」
「故意・過失」
「他物接触」
「腐食」
「震動」
「他事故波及」
「燃料不良」
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→不動作であった区分開閉器の詳細情報を記載してください。

区分開閉器の動作確認をした
内容や解体し内部確認をした
内容など、区分開閉器が不動
作であったことを確認した詳
細情報を記載してください。

不動作であった区分開閉器
の詳細情報について記載し
てください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など
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→避雷器の設置、保護継電器の種類など、区分開閉器を設置した際に併せて設置したもの
について記載してください。

SOG（GR）
SOG（DGR）
SOG（不明）
AOG（GR）
AOG（DGR）
AOG（不明）
GIS
その他

→避雷器の設置箇所、構内第
１柱なのか他の場所なのか
等詳細を記載してください。

→内蔵型ではなくとも、区分
開閉器を制御する機器の電源
等について記載してください。

架空
架空＋地下埋設
地下
その他
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区分開閉器誤投入・強制投入
保護協調不備
保護範囲外
保護継電器不良(内部異常)
保護継電器不良(電源異常)
保護継電器不良(電源回路開放)
保護継電器不良(電源喪失)
保護継電器不良(検出不可)
保護継電器不良(その他)
保護継電器未設置
開閉器不良(内部故障)
開閉器不良(事故で故障)
開閉器不良(その他)
その他
不明

→波及事故に至った原因（２次要因）について記載してください。

波及事故に至った原因の詳細を記載してください。

（当該ケース（区分開閉器不動作）以外にも波及事故
については、区分開閉器が破損していた場合や区分開
閉器の誤操作によるものなども波及事故発生原因とし
て推定されます。当該項目には、波及事故に至った詳
細について記載してください。）
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主任技術者からの助言・定期点検結果の把握

作業手順・作業準備・安全確保対策・安全教育

波及事故については、定期点検結果について記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力

94



→発生した事故全体に対して実施した再発防止対策を記載してください。
（１次要因（地絡・短絡発生原因）及び２次要因（波及事故に至った発生原因）に対し
実施した再発防止対策について記載してください。）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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様式１３総括入力へ

１号死傷事故原因 １１号波及事故原因
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[1号・事故原因分類]
[大分類]感電(作業者) [小分類]被害者の過失
[1号・事故原因詳細]
被災者が高圧負荷開閉器（LBS）を再投入したときに誤って高圧負荷開閉器（LBS）に接触感電した。
[11号・事故原因分類]
[大分類]区分開閉器不動作 [小分類]保護継電器不良(電源喪失)
[11号・地絡・短絡事故詳細]
被災者が高圧負荷開閉器(LBS)を再投入したときに誤って高圧負荷開閉器（LBS）に接触感電した際、地絡が発生
した。
[11号・事故原因詳細]
高圧負荷開閉器（LBS）がロック機能の不良により開放したため、デスコン棒を用いて閉路した際に、誤って被
害者が高圧負荷開閉器（LBS）に接触して感電するとともに地絡したが、構内第１柱の高圧気中開閉器の地絡継
電器が作動しなかったため、波及事故となった。地絡継電器が作動しなかった原因は高圧負荷開閉器(LBS)のロッ
ク機能が不良で電灯用変圧器回路が接触不良となって地絡継電器電源が無い状態になったものと考えられる。

[1号・事故原因分類]
[大分類]感電(作業者) [小分類]被害者の過失
[11号・事故原因分類]
[大分類]区分開閉器不動作 [小分類]保護継電器不良(電源喪失)
[事故原因詳細]
高圧負荷開閉器（LBS）がロック機能の不良により開放したため、デスコン棒を用いて閉路し
た際に、誤って被害者が高圧負荷開閉器（LBS）に接触して感電するとともに地絡したが、構
内第１柱の高圧気中開閉器の地絡継電器が作動しなかったため、波及事故となった。地絡継電
器が作動しなかった原因は高圧負荷開閉器(LBS)のロック機能が不良で電灯用変圧器回路が接触
不良となって地絡継電器電源が無い状態になったものと考えられる。
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転写 ＋必要に応じ事故原因詳細を追記

◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが表示されます。
◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に何が原因であったかを記載してください。様式

１３「６．原因」に内容は反映されます。
◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、事故発生原因に追記が必要な場合は記載してください。様式１３

「６．原因」に内容は反映されます。
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[1号]
(1) キュービクル内の高圧負荷開閉器(LBS)を早急にバリア付高圧負荷開閉器(LBS)に取り換える。
(2) 電気設備の工事の際は外部委託先の電気管理技術者(今回の被災者)及び業者の作業者には
服装(特に絶縁手袋の着用)の徹底をさせる。
(3) 本事故を反省して作業時は十分安全に注意し、今後の事故防止の喚起を促す。
[11号]
(1) キュービクル内の高圧負荷開閉器(LBS)を早急にバリア付高圧負荷開閉器(LBS)に取り換える。
(2) 電気設備の工事の際は外部委託先の電気管理技術者(今回の被災者)及び業者の作業者には
服装(特に絶縁手袋の着用)の徹底をさせる。
(3) 本事故を反省して作業時は十分安全に注意し、今後の事故防止の喚起を促す。

(1) キュービクル内の高圧負荷開閉器(LBS)を早急にバリア付高圧負荷開
閉器(LBS)に取り換える。
(2) 電気設備の工事の際は外部委託先の電気管理技術者(今回の被災者)及
び業者の作業者には服装(特に絶縁手袋の着用)の徹底をさせる。
(3) 本事故を反省して作業時は十分安全に注意し、今後の事故防止の喚
起を促す。

◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、再発防止対策の統合を行うページが
表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に何が原因であったか
を記載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、事故発生原因に追記が必要な場合は記
載してください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

転写 ＋必要に応じ事故原因詳細を追記
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詳報に添付する書類に該当する
ものがあればチェックボックス
にチェックをしてください。

また、チェックボックス以外の
書類や、添付した書類名の記載
が必要な場合は、添付書類の欄
に記載をしてください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
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ＰＤＦで報告書を出力

ＸＭＬ形式の電子媒体
（データ）をローカルに保存
（名前を付けて保存）
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事故実機調査の紹介

• １．重大事故の推移

• ２．NITEの事故実機調査状況

• ３．事故実機調査事例
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事故発生年度

１．重大事故件数の年度推移
◆ 2017年度（平成29年度）発生事故分についても、重大事故の分析を実施
2016年度より主要電気工作物破損事故が増大傾向だが、他事故も引き続き同程度

◆ 特に、死傷事故は過去含め横ばい状況

報告条件変更

死傷事故

電気火災事故

主要電気工作物の破損事故
（2016年度以降、対象要件拡大）

発電支障事故
（2016年度以降、項目追加）

供給支障事故
（2016年度以降、
自然災害起因事故対象外）

その他事故

➢ 2014年度以前の重大事故の件数について
は、経済産業省から提供された「電気事故報
告書管理システム」のデータ（個別の重大事
故を経済産業省が整理したデータ）を用いた。

➢ 2015年度以降の重大事故の件数について
は、経済産業省から提供された個別の詳報を
NITEが整理したデータを用いた。

➢ １件で複数事故要件該当の事故については、
電気関係報告規則での要件列挙の順で先
に出てくる要件[死傷事故が最上位]のみで
計上した（別件数として計上すべきとの議論
もあるが、過年度比較をするため、今回は従
前の計上ルールと合わせている。）。

➢ 追加報告や再度見直結果等により、過去年
度においても件数から変動しているものあり。

NITE分析
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103
２０１６年度より業務開始

2019年3月15日開催 電力安全小委員会資料２より）
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２．NITEの事故実機調査状況

（１）2018年11月 太陽電池発電所の事故実機及び現場調査 太陽電池モジュール
（２）2018年12月 需要設備の事故実機及び現場 低圧配線及び配線接続端子
（３）2018年12月 需要設備の事故実機調査 PAS 2件
（４）2019年1月 需要設備の事故実機調査 変圧器
（５）2019年2月 需要設備の事故実機調査 低圧配線及び端子台
（６）2019年2月 太陽電池発電所の事故実機及び現場調査 パワーコンディショナ
（７）2019年2月 需要設備の事故実機調査 碍子
（８）2019年3月 需要設備の事故実機調査 高圧ケーブル
（９）2019年4月 需要設備の事故実機及び現場調査 高圧ケーブル
（10）2019年4月 太陽電池発電所の事故(調査の可否確認中) パワーコンディショナ
（11）2019年4月 需要設備の事故実機調査 高圧ケーブル
（12）2019年5月 需要設備の事故実機調査 高圧ケーブル
（13）2019年6月 需要設備の事故実機調査 高圧ケーブル
（14）2019年6月 太陽電池発電所の事故 パワーコンディショナ
（15）2019年6月 需要設備の事故実機調査 PAS
（16）2019年6月 需要設備の事故実機調査 PAS
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詳報作成支援システムについては

https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shoho.html

電気工作物の事故実機調査については

https://www.nite.go.jp/gcet/tso/jikojikki.html

紹介をしております。

ご静聴ありがとうございました。
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